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建設工事等入札参加資格審査申請要領（田布施・平生水道事業） 

（令和 7・8年度） 

 

柳 井 地 域 広 域 水 道 企 業 団 

 

この要領は、令和７・８年度において田布施・平生水道企業団（令和７年４月１日より柳井地域で経営統

合し、柳井地域広域水道企業団へ名称が変更します。）が発注する建設工事等の入札に参加しようとす

る者が、資格審査を申請する場合の要領を示したものです。 

なお、この資格審査を申請する場合、建設業者にあっては経営事項審査を申請していることが前提要

件です。 

詳細な事項及び不明な点は、柳井地域広域水道企業団総務課へ照会してください。 

 

○注意点 

 （1） 柳井地域広域水道企業団が発注する建設工事等（田布施町エリア・平生町エリア）が対象となりま

す。 

なお、田布施町役場及び平生町役場の発注する建設工事等は対象外となります。 

（2） 「入札参加資格申請書」、「暴力団排除に関する誓約書」には押印が必要です。 

   ※宛先は、柳井地域広域水道企業団となります。 

（3） 社会保険等の加入状況について 

   建設業で申請できる者は、申請日時点で「雇用保険」、「健康保険」及び「厚生年金保険」が「加入」

又は「適用除外」の者に限定しています。  

（4） 建設業での申請において委任先の要件 

   委任先は、その営業所が申請する業種すべてについて建設業法第３条第１項に定める営業所であ

る（＝許可行政庁に対し「主たる営業所」または「従たる営業所」として申請・届出をしている）場合のみ

設けることができます。 

（5） 建設業従事職員名簿について（様式６－１号、６－２号） 

   山口県内に本社がある建設業者及び上記の委任先が山口県内にある建設業者は申請時点におい

て常時雇用されている者（㊟５０人に達するまで）を記載した書類を提出すること。 

※ 県内の営業所等に所属する職員から順次名簿に記載し、隣接県内、近接県内とエリアを拡げて５０

人に達するまで記載してください。（生年月日を明記のこと）  

 

１． 申請者の資格 

申 請 区 分 申  請  者  の  資  格 

建設業 
建設業法第３条第１項の規定による許可を受け、建設業法第２７条の２３第

１項の規定による経営事項審査を受けている建設業者 

測量業 測量法第５５条第１項の規定による登録を受けている者 

土木関係建設コンサ

ルタント業務 

建設コンサルタント登録規定第２条第１項の規定による登録を受けている

者 

建築関係建設コンサ

ルタント業務 

建築士法第２３条第１項の規定による建築士事務所の登録を受けている

者。ただし、建築設備に係る設計又は工事監理に関する業務を営む者に

ついては、この限りではない 
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地質調査業 地質調査業者登録規程第２条第１項の既定による登録を受けている者 

補償関係コンサルタ

ント業務 

補償コンサルタント登録規定第２条第１項の規定による登録を受けている

者 

物品(薬品)の製造・販

売業等 
営業を営んでいる者 

 

２． 申請書の区分 

 建設工事と測量、土木関係建設コンサルタント、建築関係建設コンサルタント、地質調査及び補償関係

コンサルタント業務（以下「測量、建設コンサルタント等」という。）及び物品(薬品)の製造・販売業等は区

別して申請することとなります。 

同一企業が建設工事と測量、建設コンサルタント等及び物品(薬品)の製造・販売業等の入札参加資

格を申請する場合は、別々に申請書を作成してください。 

 

３． 申請書の提出期間 

区    分 申 請 書 の 提 出 期 間 

建設業者 

令和７年１月１５日（水）～令和７年２月２８日（金）まで 

（締切日必着）… 終了しました。 

測量業者、土木関係建設コンサルタン

ト、建築関係建設コンサルタント、地質調

査業者、補償関係コンサルタント 

物品(薬品)の製造・販売業等 

※追加申請 

(上記期間までに提出できなかった場合) 

令和７年５月１日（木）から柳井地域広域水道企業団総

務課にて随時受け付けます。 

   追加申請の有効期間 

    受付審査後から令和９年３月３１日（水）まで 

 

４． 申請書の提出先及び問い合わせ先 

  提出先：〒７４２－００３１ 山口県柳井市南町一丁目１０番２号 

      柳井地域広域水道企業団 総務課 

      電話：０８２０－２５－０２５５（代） ＦＡＸ：０８２０－２５－０２５８ 

 ※受付方法 原則、郵送で受け付けます。持参でも受け付けますが、その場では審査を致しま

せん。 

持参、郵送どちらの場合でも、受領証の送付、申請内容に疑義があった場合等の

連絡用に１１０円切手を貼った返信用封筒を必ず添付してください。 

 

５．申請書の提出部数 

  1部 

・A４ファイルに提出書類の順番(業者登録カードは除く。）に綴じて提出してください。 

・色の指定はありません。 

・表紙及び背表紙に会社名を記入してください。 

 

６． 申請書様式 
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 申請書の様式は、次のいずれかを使用してください。 

・山口県様式 

・国土交通省地方整備局の一般競争（指名競争）参加資格審査申請様式 

・田布施町独自様式 

・上記の様式に準じた任意様式 

※ 下記の書類は独自様式で提出してください。ホームページにおいてダウンロードが可能です。

（ホームページアドレス http://yanaikousui.jp ） 

・業者登録カード 

・暴力団排除に関する誓約書 

 

７． 提出書類 

(1) 建設工事に係る提出書類等 

① 競争入札参加資格審査申請書 

② 業者登録カード（建設工事） 【独自様式：ファイルに綴じないでください。】 

③ 建設業許可証明書又は許可通知書の写し(直前のもの) 

④ 経営事項審査結果通知書の写し 

          資格申請日時点で、最新かつ有効であること。 

       ※審査基準日から 1年 7 ヶ月を経過した通知書の写しでは入札に参加することができないの

で、申請後も継続的に審査を受けて、適宜、有効な写しを提出してください。 

⑤ 営業所一覧表 

        委任先は、その営業所が申請する業種すべてについて建設業法第３条第１項に定める営業

所である（＝許可行政庁に対し「主たる営業所」または「従たる営業所」として申請・届出をし

ている）場合、委任先で当該業種の許可登録が必要となりますので許可業種を必ず記載し

てください。 

⑥ 工事経歴書 

直前２年間分を建設業の種類ごとに作成すること。 

⑦ 技術者経歴書（㊟技術者の年齢を明記のこと） 

⑧ 建設業労働災害防止協会加入証明書の写し(加入している場合) 

⑨ 建設業従事職員名簿（㊟生年月日を明記のこと） 

様式のとおりです。ただし、内容が同一であれば様式は問いません。 

（注）山口県内に本社がある建設業者及び上記の委任先が山口県内にある建設業者は申請

時点において常時雇用されている者（５０人に達するまで※）を記載した書類を提出すること。 

⑩ 納税証明書の写し 

国税：直前１年の法人税または所得税並びに消費税及び地方消費税 

県税(山口県)：直前１年の納付義務がある全税目 

町税(田布施町及び平生町)：直前１年の法人及び代表者の納付義務のある全税目（個人の

場合は代表者のみ） 

（注）山口県内又は田布施町内及び平生町内に営業所等がなく、上記県税、町税の納付義務

のない者については、提出不要。 

（注）証明内容は、未納がないことを証する納税証明書又は納付すべき額及び納付済額を証

する証明書。 

⑪ 代理権限を証する書面(委任状 ㊟該当者のみ) 

http://yanaikousui.jp/
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⑫ 商業登記簿謄本の写し(法人の場合)、身分証明書又は誓約書(個人の場合) 

⑬ ISOの認証取得を示す登録証の写し(登録を受けている場合) 

    申請日時点で ISO9001の認証を取得している者は、認証取得を示す登録証の写しを添付してく

ださい。 

    ISO14001、エコアクション 21 の認証を取得している者は、認証取得を示す登録証の写しを添付

してください。 

⑭ 一般事業主行動計画策定の届出の写し（登録を受けている場合） 

    申請日時点で次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）第 12条第１項又は

第４項の規定により届出を行っている者は、次世代育成支援対策推進法施行規則（平成 15

年厚生労働省令第 122 号）第１条の規定により都道府県労働局長に提出した一般事業主行

動計画策定届（申請日時点で計画期間中であるものに限る。）の写しを添付してください。 

⑮ 暴力団排除に関する誓約書 【独自様式】 

        （注）住所、商号又は名称及び代表者氏名等の変更により、記載内容が変わる場合は再提

出すること。 

（注）各証明書は、③を除き申請日３ヶ月以内に証明されたものに限ります。 

 

(2) 測量、建設コンサルタント等に係る提出書類等 

① 競争入札参加資格審査申請書 

② 業者登録カード（測量、建設コンサルタント等） 【独自様式：ファイルに綴じないでください。】 

③ 登録証明書又は登録通知書の写し(直前のもの) 

④ 営業所一覧表 

⑤ 公共測量等経歴書 

直前２年間分を業務の種類ごとに作成すること。 

⑥ 技術者経歴書（㊟技術者の年齢を明記のこと） 

 ⑦ 納税証明書の写し(建設工事に係る提出書類等に同じ。) 

⑧ 代理権限を証する書面(委任状 ㊟該当者のみ) 

⑨ 商業登記簿謄本の写し(法人の場合)、身分証明書又は誓約書(個人の場合) 

⑩ 直前２年の営業年度の財務諸表 

⑪ ISOの認証取得を示す登録証の写し(登録を受けている場合)  

⑫ 暴力団排除に関する誓約書 【独自様式】 

        （注）住所、商号又は名称及び代表者氏名等の変更により、記載内容が変わる場合は再提

出すること。 

（注）各証明書は、③を除き申請日３ヶ月以内に証明されたものに限ります。 

（注）測量業者にあっては、測量法第５５条の８第１項の規定に基づく書類の写しを土木関

係建設コンサルタント、補償関係コンサルタント及び地質調査業者にあっては、現況報

告書の写し（２年分）を提出した場合は、次の書類を省略することができます。 

・ 測量業者は⑤、⑩ 

・ 土木関係建設コンサルタント、補償関係コンサルタント及び地質調査業者は④、⑤、

⑥、⑩ 

 

(3) 物品(薬品)の製造・販売業等に係る提出書類等 

① 競争入札参加資格審査申請書 
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② 業者登録カード（物品(薬品)の製造・販売業等） 【独自様式：ファイルに綴じないでください。】 

③ 会社概要 

④ 営業所一覧表 

⑤ 営業内容 

⑥ 官庁主要納入実績 

⑦ 製造等実績高 

⑧ 納税証明書の写し(建設工事に係る提出書類等に同じ。) 

⑨ 代理権限を証する書面(委任状 ㊟該当者のみ) 

⑩ 商業登記簿謄本の写し(法人の場合)、身分証明書又は誓約書(個人の場合) 

⑪ 営業等に必要な許可・認可証等の写し（許可・認可を必要とする業種のみ） 

⑫ 直前 1年間の営業年度の財務諸表 

⑬ ISOの認証取得を示す登録証の写し(登録を受けている場合) 

⑭ 暴力団排除に関する誓約書 【独自様式】 

       （注）住所、商号又は名称及び代表者氏名等の変更により、記載内容が変わる場合は再提出

すること。 

（注）各証明書は、申請日３ヶ月以内に証明されたものに限ります。 

 

８． 審査事項の変更届 

申請書を提出後、次に掲げる事項について変更が生じた場合には、速やかに変更届（様式の指定は

ありません。）に関係書類を添えて提出してください。 

(1) 許可番号若しくは許可年月日又は登録番号若しくは登録年月日 

   許可（登録）通知書の写しを添付してください。 

(2) 商号又は名称 

   法人の場合は、商業登記簿抄本の写しを添付してください。 

(3) 代表者の氏名 

   個人の場合は、暴力団排除に関する誓約書、身分証明書を添付してください。 

   法人の場合は、暴力団排除に関する誓約書、商業登記簿抄本の写しを添付してください。（代理

人を定めていれば、別途委任状を添付してください。） 

(4) 営業所の名称又は所在地(主たる営業所、委任先の営業所及び県内営業所) 

   法人の場合は、商業登記簿抄本の写しを添付してください。 

(5) 代理人 

   委任状を添付してください。（受任者の営業所が変更になる場合は、営業所一覧表を添付してく

ださい。） 

(6) 電話番号又はファックス番号 

   添付書類は必要ありません。 

（注）暴力団排除に関する誓約書（独自様式）について、住所、商号又は名称及び代表者氏名等の変

更により、記載内容が変わる場合は再提出すること。 

 

９. その他 

建設業者にあっては、新たに受けた経営事項審査結果通知書の写しをその都度提出してください。 

有効期限が過ぎないように、必ず提出してください。 


